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令和５年度 

東葛中部地区総合開発事務組合 人事行政の運営等の状況の公表 

 

 

１ 職員の任免及び職員数の状況 

(1) 職員の任免                                  （単位：人） 

 令和４年度退職者数 令和５年 

4 月 1 日付

採用者数 

令和５年 

4 月 1 日現在

職員数 
定年退職 

普通 

退職 

早期・勧

奨退職 

その他 

(死亡等) 
計 

行政職(一) ０ ０ ０ ０ ０ ０（０） ９（２） 

行政職(二) ０ ０ ０ ０ ０ ０（０） ３（０） 

任期付職員 ― ― ― ― ― ０ ０ 

計 ０ ０ ０ ０ ０ ０（０） １２（２） 

 ※採用者数及び職員数における括弧書きは，再任用職員（内数。短時間勤務職員及び任期更新者は含みません）。 

（注）行政職（一）とは一般行政職（事務職）をいいます。行政職（二）とは技能労務職（技術員）をいいます。以下同様。 

 

(2) 部署別職員数（令和 5 年 4 月 1 日現在） 

課   名 人 数 

総務課     ５ 

ウイングホール柏斎場  ５ 

周辺整備室  ２ 

計 １２ 

 

２ 職員の給与の状況  

    職員の給与などは，組合議会の議決を経た条例とそれに基づく規則で定められています。 

 

給与の種類と内容 

 給与には，(1)毎月決まって支給されるもの (2)勤務実績に応じて支給されるもの (3)一定の時期に支給される

ものがあります。 

給 

 

与 

(1)毎月決まって支

給されるもの 

  

給料 正規の勤務時間による勤務に対する報酬で，職務の種類と内容に応じて定められ

た給料表に基づき支給されます。民間企業における基本給に相当するものです。 

地域手当 地域の民間賃金水準に応じて職員に支給される手当です。 

扶養手当 扶養親族を有する職員に対して支給される手当です。 

住居手当 借家・借間に居住する職員に支給される手当です。 

通勤手当 通勤のため，交通機関（電車，バス等）や自動車等を利用している職員に支給さ

れる手当です。 

管理職手当 管理又は監督の地位にある一定範囲の職員に対して支給される手当です。 

(2)勤務実績に応じ

て支給されるもの 

時間外勤務

手当 

正規の勤務時間を超えて勤務することを命じられた職員に支給される手当です。 

特殊勤務手

当 

危険，不快，不健康又は困難な勤務その他特殊な勤務に従事した職員に支給され

る手当です。 

その他 休日勤務手当等 

(3)一定の時期に支

給されるもの 

期末・勤勉

手当 

民間における賞与（ボーナス）等に見合う手当として支給される手当です。 

退職手当 職員が退職した場合に，一時金として支給される手当で，民間企業における退職

金に相当するものです。 
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１ 総括 

(1) 人件費等の状況（一般会計決算） 

年度 
住民基本台帳人口 

(令和5年1月1日) 

歳出額 

（A） 
実質収支額 

人件費 

(B) 

人件費率 

(B/A) 

令和３年度 

人件費率 

令和４年度 773,098 人 654,659 千円 83,460 千円 112,512 千円 17.2％ 14.5％ 

   (注)１ 住民基本台帳人口は，当事務組合を構成する関係市（柏市，流山市及び我孫子市）の合計人口です。 

        ２ 人件費とは，一般職職員の給与（給料＋手当）・退職手当・共済組合負担金，特別職の給料・報酬などをいいます。 

     ３ 実質収支＝歳入総額－(歳出総額＋翌年度へ繰り越すべき財源) 

 

(2) 職員給与費の状況（一般会計決算） 

年度 
職員数 

（A） 

給     与     額 １人当たりの

給与費(B/A) 給料 職員手当 期末･勤勉手当 計（B） 

令和４年度 13 人 56,865 千円 11,480 千円  22,607 千円 90,952 千円 6,996 千円 

（注）１ 給与費については、短時間再任用職員の給与費を含んでおり，職員数には当該職員を含んでいません。 

 

２ 職員の平均給料月額，初任給等の状況 

(1) 職員の平均年齢，平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和５年４月１日現在） 

 ア 一般行政職 

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

東葛中部地区 

総合開発事務組合 
55.2 歳 400,322 円 485,486 円 484,340 円 

関
係
市 

柏市 39.2 歳 301,063 円 396,677 円 345,767 円 

流山市 38.3 歳 303,271 円 427,382 円 357,008 円 

我孫子市 39.8 歳 308,295 円 398,531 円 364,904 円 

千葉県 40.0 歳 303,192 円 408,893 円 － 

国 42.4 歳 322,487 円 ― 404,015 円 

 

イ 技能労務職 

区分 職員数 
平均 

年齢 

平均 

給料月額 

平均 

給与月額 

平均 

給与月額 

(国比較ベース) 

東葛中部地区 

総合開発事務組合 

（霊柩車運転手） 

3 人 53.1 歳 357,100 円 421,019 円 404,493 円 

関
係
市 

柏市 83 人 57.3歳 323,173 円 368,410 円 350,582 円 

流山市 70 人 51.0 歳 311,456 円 365,767 円 342,273 円 

我孫子市 23 人 54.5歳 361,109 円 426,349 円 405,704 円 

千葉県 － 52.6 歳 298,707 円 355,761 円 － 

国 1,941 人 51.2 歳 286,942 円 － 329,176 円 

（注）１ 「平均給料月額」とは，令和 5年 4月 1 日現在における職種ごとの職員の基本給の平均です。 

    ２ 「平均給与月額」とは，給料月額と毎月支払われる扶養手当，地域手当，住居手当，時間外手当などすべての諸手当の額

を合計したものであり，地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。また，「平均給与月額（国比較ベ

ース）」は，比較のため国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出しています。 
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区 分 

参 考 

年収ベース（試算値）の比較 

公務員（Ａ） 民間（Ｂ） Ａ／Ｂ 

東葛中部地区総合開発事務組合 

（霊柩車運転手） 
6,831,493円 2,830,000円 2.41 

  （注）1.民間データは，国の調査（賃金センサス平成29年度～令和元年度の平均）によるものです。 

     2.事務組合が正規職員（臨時及び短時間勤務職員を除く）を対象としているのに対し，民間データはパートタイム労働者を含む 

      常用労働者を対象としていることから，経験年数，平均年齢，業務内容，雇用形態等が一致していないため，単純に比較する 

    ことはできません。 

 

(2) 職員の初任給の状況（令和５年４月１日現在） 

区  分 事務組合 国 

一般行政職 

大学卒 191,700 円 
（総合職）189,700 円 

（一般職）185,200 円 

高校卒 158,900 円 154,600 円 

技能労務職 

高校卒 173,700 円 ― 

中学卒 168,000 円 ― 

 

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和４年４月１日現在） 

区分 経験年数 10 年 経験年数 20 年 経験年数 25 年 経験年数 30 年 

一般行政職 
大学卒 (該当者なし) (該当者なし) (該当者なし) (該当者なし) 

高校卒 (該当者なし) (該当者なし) (該当者なし) (該当者なし) 

技能労務職 高校卒 （該当者なし） (該当者なし) (該当者なし) (該当者なし) 

  (注)対象者が１名の場合は公表しておりません。 

 

３ 一般行政職の級別職員数等の状況 

(1) 一般行政職の級別職員数の状況（令和５年４月１日現在） 

区分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 

計 標準的な職

務 

主事補 

 

主事 

 

主任主事 主査 副主幹 主幹 

場 長 

副参事 

課長 

参事 

事務局長 

理事 

事務局長 

職員数 0人 0人 1人 0人 1人 6人 1人 0人 0人 9人 

構成比 0.0% 0.0% 11.1% 0.0% 11.1% 66.7% 11.1% 0.0% 0.00% 100.0% 
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４ 職員手当の状況 

(1) 期末手当・勤勉手当 

東葛中部地区総合開発事務組合（令和４年度） 国（令和４年度） 

1 人当たり平均支給額 

      １，７３９千円 
― 

期末手当  2.4 月分（1.35）月分  

勤勉手当  2.0 月分（0.95）月分 

期末手当  2.4 月分（1.35）月分 

勤勉手当  2.0 月分（0.95）月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階，職務の級等による加算措置･･･有 

（加算措置の状況） 

職制上の段階，職務の級等による加算措置･･･有 

 (注）（ ）内は，再任用職員に係る支給割合です。 

 

(2) 退職手当（令和５年４月１日現在） 

（支給率） 
東葛中部地区総合開発事務組合 国 

（自己都合） （勧奨・定年） （自己都合） （勧奨・定年） 

勤続 20 年 19.6695 月分 24.586875 月分 19.6695 月分 24.586875 月分 

勤続 25 年 28.0395 月分 33.27075 月分 28.0395 月分 33.27075 月分 

勤続 35 年 39.7575 月分 47.709  月分 39.7575 月分 47.709  月分 

最高限度 47.709 月分 47.709  月分 47.709 月分 47.709  月分 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置(2～20％の加算) 定年前早期退職特例措置(2～45％の加算)  

一人当たり平均支給額 ― －   

 (注)１ 退職手当の支給率は，退職手当事務の共同処理を行っている千葉県市町村総合事務組合の退職手当条例で定められています。 

 

(3) 地域手当（令和５年４月１日現在） 

支給実績（令和４年度決算） ３，７５３千円 

支給職員１人当たり平均支給年額(令和４年度決算) ２８８，６７３円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

事務組合構成団体内（全域） ６％ １３人 ６％ 

  (注)再任用職員（短時間勤務職員）を含みます。 

 

(4) 特殊勤務手当（令和５年４月１日現在） 

区 分 全職種 

支給実績（令和４年度決算） １５４千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（令和４年度決算） ５１，２０８円 

職員全体に占める支給職員の割合（令和４年度） ２３．１％ 

手当の種類（手当数） １種類 

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

特殊自動車乗務手当 ウイングホール柏斎場職員 霊柩自動車の運転業務 日額 250 円 

 

(5) 時間外勤務手当 

支給実績（令和３年度決算） ５１８千円 

職員 1 人当たり平均支給年額（令和３年度決算） ７４千円 

支給実績（令和４年度決算） ４４７千円 

職員 1 人当たり平均支給年額（令和４年度決算） ８９千円 
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(6) その他の手当（令和５年４月１日現在） 

手当名 内容及び支給単価 

国の制

度との

異同 

国の制度と異なる

内容 

支給実績 

（令和４年

度決算） 

支給職員１

人当たり平

均支給年額

（令和４年

度決算） 

扶養手当 ・配偶者 6,500 円 同じ 

― 

1,130 千円 225,900 円 

・配偶者

以外の扶

養親族 

 

・子 1 人につき 10,000 円，父母

等 6,500円 

（補足） 

・16 歳～22 歳までの子 1 人

5,000 円加算 

住居手当 借家・借間

居住者 

家賃に応じ，27,000 円を限度に

支給（月額 10,000 円を超える家

賃支払対象職員が対象） 

同じ 

― 

540 千円 180,000 円 

通勤手当 電車・バス

の利用者 

最長期間の定期代の価額を一括

支給 
異なる 使用距離に応じ月

2,000～31,600 円 

 906 千円  69,711 円 

乗用車等

の利用者 

通勤距離に応じ月 2,100 円～

31,600円を支給 

管理職手

当 

管理又は

監督の地

位にある

職員 

39,500円～94,200円を支給 異なる 官職に応じて

46,300～139,300

円／月を支給 

4,552 千円 568,950 円 

 

５ 特別職の報酬等の状況（令和５年４月１日） 

区分 報酬月額等 備考 

報酬 管理者 ４，０００円 関係市（柏市･流山市･我孫子市）から報

酬等の支給を受けているときは支給しま

せん。 

副管理者 ４，０００円 

議長 ４，０００円 

副議長 ４，０００円 

議員 ３，６００円 

監査委員（議員選任） ７，２００円（年額） 

監査委員（識見者） ８，０００円（日額） 

期末手当 支給制度なし 

退職手当 支給制度なし 

 

６ 職員数の状況 

(1) 部署別職員数と主な増減理由                       （各年度 4 月 1 日現在） 

部門 部署名 
職員数（人） 対前年度 

増 減 数 
主な増減理由 

令和４年度 令和５年度 

一般行政

部門 

総務課 ５ ５ ０  

ウイングホール柏斎場 ６ ５ △１ 再任用職員の勤務日数変更 

 周辺整備室 ２ ２ ０  

合  計 
１３ 

［１５］ 

１２ 

［１５］ 

０  

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数です。 

    ２ ［  ］内は，条例による定数です。 
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(2) 年齢別職員構成の状況(令和５年４月 1 日現在) 

 

 

職員数                                       （単位：人） 

年齢区分 

 

年月日 

20 歳 

  

未満 

20 歳 24 歳 28 歳 32 歳 36 歳 40 歳 44 歳 48 歳 52 歳 56 歳 60 歳   

計 

  

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 

 
 

23 歳 27 歳 31 歳 35 歳 39 歳 43 歳 47 歳 51 歳 55 歳 59 歳 以上 

R5.4.1 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ５ ３ ２ ２ １２ 

H30.4.1 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ８ ０ ２ ２ ０ １２ 

 

 

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

(1) 勤務時間・休日 

勤務時間 午前８時３０分～午後５時１５分（うち休憩時間６０分） 

週休日 日曜日及び土曜日 

休日 祝日(国民の祝日に関する法律に規定する休日） 

年末年始(12 月 29 日～翌年 1 月 3 日) 

(注)職種や職場により，上記と異なります。 

 

(2) 年次有給休暇 

１年度につき 20 日付与し，現年付与分の残日数だけ翌年度に繰越できます。 

【平均取得日数（令和４年度）】 

 

 

 

  （注）短時間勤務職員除く。 

 

 

 

 

 

行政職（一） １７．９日 

行政職（二） １９．７日 
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(3) その他の休暇・休業制度 

種類 内容 日数・期間 

病気休暇 傷病のため療養を要する場合 90日以内(結核性疾患の場合は 1年以内) 

特別休暇 

結婚,出産,子供の看護,忌引,夏季,ボランティア

等の特別の理由により勤務しないことが相当であ

る場合 

規則で定められた日数又は期間 

介護休暇 

配偶者，父母，子，配偶者の父母等で負傷，疾病等

により日常生活を営むのに支障があるものの介護

をするため，勤務をしないことが相当である場合 

要介護者 1 人につき 6 月以内 

（期間中無給） 

組合休暇 

登録された職員団体の業務に従事する場合又は登

録された職員団体の加入する上部団体の業務で当

該職員団体の業務と認められるものに従事する場

合 

1 年につき 30 日以内（期間中無給） 

育児休業 
子の養育のため勤務時間のすべてを勤務しないこ

とが承認される場合 

子が満 3 歳の誕生日の前日まで 

（期間中無給） 

部分休業 
子の養育のため時間単位で勤務時間の一部を勤務

しないことが承認される場合 

子の小学校就学前まで 

（1 日 2 時間以内，時間中無給） 

 

 

４ 職員の分限及び懲戒の状況 

(1) 分限処分 

   分限処分とは，職員が一定の事由によってその職務を十分に果たすことができない場合に行われる処分で，公務

能率の維持を目的としてなされます。処分には，降任・免職・休職・降給の４種類があります。 

 

                                      （単位：人） 

区   分 降任 免職 休職 降給 計 

心身の故障の場合 ０ ０ ０ ０ ０ 

勤務実績が良くない場合 ０ ０ ０ ０ ０ 

職に必要な適格性を欠く場合 ０ ０ ０ ０ ０ 

廃職又は定数の改廃等により過員を生じた場合 ０ ０ ０ ０ ０ 

刑事事件に関し起訴された場合 ０ ０ ０ ０ ０ 

 

(2) 懲戒処分 

    懲戒処分とは，職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うための処分で，公務における規律と秩序を維持

することを目的としてなされます。処分には，戒告・減給・停職・免職の 4 種類があります。 

                                      （単位：人） 

区分 戒告 減給 停職 免職 計 

法令に違反した場合 ０ ０ ０ ０ ０ 

管理監督責任 ０ ０ ０ ０ ０ 
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５ 職員の服務の状況 

 職員は全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し，全力で職務遂行しなければいけません。職務の遂行に当た

って職員が守るべき義務は，次のとおりです。 

職員が守るべき義務 

法令等及び上司の職

務上の命令に従う義

務 

職員は法令等の定めに従い，かつ上司の職務上の命令に忠実に従わなければなりません。 

信用失墜行為の禁止 職員は職の信用を傷つけたり，職の全体の不名誉となる行為をしてはいけません。 

秘密を守る義務 職員は職務上知り得た秘密を漏らしてはいけません。 

職務に専念する義務 職員は勤務時間中全力で職務遂行しなければいけません。ただし，研修を受ける場合，厚生

に関する計画の実施に参加する場合などに限り，職務専念義務が免除されます。 

政治的行為の制限 職員は政党その他の政治的団体の結成に関与する等の政治的行為が制限されています。 

争議行為等の禁止 職員は争議行為等（ストライキなど）が禁止されています。 

営利企業等の従事制

限 

職員は営利企業等に従事することは制限されており，従事する場合には許可を受けなけれ

ばなりません。なお，公務の遂行に悪影響を及ぼさないと判断できるものについては，任命

権者(管理者)の許可を得ることによって営利企業等に従事することができます。 

 

 

６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

(1) 職員研修 

  職員の資質向上や人材育成を目的として，下表のとおり研修を実施しています。 

＜職員研修の内訳＞ 令和４年度実績（総務課の予算で実施しているもの） 

研修区分 内  容 受講者数 

外部機関研修 

・用地事務研修 

・人事評価者研修 

・財務事務基礎研修 

・メンタルヘルス研修 

・ハラスメント研修 

・人が集まる企画とチラシデザイン研修 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

  このほかに各部署の業務上必要な講習・研修を行っています。 

 

 (2) 人事評価制度 

事務組合では，地方公務員法に基づき，職員の任用，給与，分限その他の基礎とするため，人事評価制度を実施

してます。この人事評価制度は，能力・実績に基づく人事管理を図ること及び公務能率を向上することを目的とし

た制度で，職員ごとに設定する課題（業務目標）に対する達成度等を評価する「業績評価」と，職務遂行過程にお

いて職員が発揮した能力等を評価する「意欲・業績・能力評価」から構成されています。また，評価者と被評価者

との面談を通じて，課題設定やフィードバックを行うことによって，評価のみではなく，職務改善や人材育成に資

する制度としています。 

 

 

７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

(1) 福利厚生制度 

職員の共済制度は，地方公務員等共済組合法に基づき，職員と事務組合が分担拠出する財源により，千葉県市町

村職員共済組合において，短期給付事業（医療関係等），長期給付事業（年金関係），福祉事業（人間ドック事業等）

を行っています。 

また，千葉県市町村職員互助会において，保険事業などの福利厚生に関する事業を行っています。 
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(2) 公務災害制度 

職員が公務上，通勤途上の災害により，負傷等や死亡した場合，地方公務員災害補償基金から一定の補償が行わ

れます。令和４年度の補償件数は次のとおりです。 

 

（令和４年度認定件数）             （単位：件） 

区分 傷病 死亡 計 

公務災害 ０ ０ ０ 

通勤災害 ０ ０ ０ 

計 ０ ０ ０ 

 

(3) 健康診断（令和４年度実績） 

内容 対象職員 受診者延人数 

定期健康診断 全職員(人間ドック等の受診者除く)  ５人 

 

 

８ 公平委員会の業務の状況 

（令和４年度） 

  業務の区分 件数 

職員の給与，勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求の状況 ０ 

職員に対する不利益な処分についての不服申し立ての状況 ０ 

 

 


